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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 285,884 28.6 9,813 325.8 11,763 174.1 9,229 428.1
25年3月期 222,309 9.6 2,305 △59.2 4,291 △34.2 1,747 △61.8

（注）包括利益 26年3月期 17,399百万円 （82.5％） 25年3月期 9,533百万円 （114.5％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 132.27 ― 7.9 6.6 3.4
25年3月期 25.50 ― 1.7 2.6 1.0

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 1,029百万円 25年3月期 1,002百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 190,694 125,218 65.1 1,778.00
25年3月期 168,061 109,991 64.9 1,562.62

（参考） 自己資本 26年3月期 124,059百万円 25年3月期 109,027百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 18,021 △7,206 △1,447 46,680
25年3月期 1,607 △6,023 △6,701 34,052

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 1,395 79.8 1.3
26年3月期 ― 10.00 ― 15.00 25.00 1,744 18.9 1.4
27年3月期(予想) ― 10.00 ― 15.00 25.00 29.1

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 136,000 △1.4 3,500 △7.4 4,000 △10.7 2,700 △10.3 38.69
通期 275,000 △3.8 8,000 △18.5 9,000 △23.5 6,000 △35.0 85.99



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料Ｐ．20「(１株当たり情報)」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 69,784,501 株 25年3月期 69,784,501 株
② 期末自己株式数 26年3月期 9,633 株 25年3月期 12,153 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 69,773,655 株 25年3月期 69,770,604 株

（参考）個別業績の概要 

平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 177,175 22.1 1,671 ― 7,536 ― 8,158 ―
25年3月期 145,077 △0.2 △6,975 ― △1,530 ― △312 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

26年3月期 116.92 ―
25年3月期 △4.48 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 122,495 86,791 70.9 1,243.88
25年3月期 113,003 79,846 70.7 1,144.39

（参考） 自己資本 26年3月期 86,791百万円 25年3月期 79,846百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監
査手続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものです。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる
結果となる可能性があります。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１） 経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、アベノミクス効果による円安や株高が進行し、輸出企業を中心に業績が改

善するなど明るい兆しが見え始めました。また、米国経済が回復基調を示し、欧州経済には底打ち感がみられたもの

の、中国やブラジルなどの新興国経済の回復の足取りが鈍いなど、世界経済全体としては緩慢なペースに留まりまし

た。

カーエレクトロニクス業界は、国内市販市場でナビゲーションが地デジ買い替え需要の反動減が継続している上、

自動車ディーラーでのオプション装着などカー用品専門店以外の販売ルートの多様化が進み、競合

他社とのシェア争いが激化しました。加えて、エコカー補助金終了の反動から減少傾向にあった国内新車販売台数が

消費税増税前の駆込み需要を受け増加に転じたものの、ナビゲーション搭載比率の低い軽自動車の販売台数が過去

高となるなど、市場構造にも大きな変化がありました。他方、北米市場における新車販売は、米国経済の回復による

消費者心理の改善や自動車の買換え需要などに支えられ好調を持続し、個人消費が底堅く推移した中国に

おいて新車販売台数が2,000万台超となったことも、当業界へ波及効果をもたらしました。

  このような状況下、当社グループは更なる事業拡大を目指し、中国・上海モーターショーに出展、アルパインブ

ランド及び高品質・高機能製品を訴求するとともに、成長著しいインドネシアに駐在員事務所を開設するなど、市販

ビジネスの拡大を図りました。また、ITS(高度道路交通システム)世界会議や東京モーターショーでは、EV(電気自動

車)や安全運転支援システムに対応した先進技術の他、アルプス電気(株)と共同開発している車室内の次世代統合コ

ックピットを出展し、新たなビジネスチャンス獲得を目指しました。また、米国の音声対話技術の開発会社に対し、

当社が設立したベンチャーキャピタルファンドによる投資を行うなど、将来の成長に向けた布石を打ちました。

一方、当社売上の80％以上を占める自動車メーカー向けビジネスでは、顧客である海外自動車メーカー向けに技術

展を開催、高度化・複合化する車載情報機器を提案し、新規受注の獲得に努めました。また、北米自動車産業の中心

地デトロイトの販売拠点をアルプス電気㈱のオフィスに統合、同社・車載事業部門との連携を強化しました。

更に北米市場での好調な新車需要を背景に、メキシコ拠点での生産を拡大するとともに、米国にAlpine Customer 

Service (USA), Inc.を設立し、電子化が加速する車載情報機器の修理・サービス体制を整備、品質の向上に努めま

した。

原価低減活動においては、取引先部材メーカーと共同でVE（バリューエンジニアリング）による製品コストの構

造改革や部品点数削減などに取組み、収益力の向上を図りました。

この結果、当連結会計年度の業績は、連結売上高2,858億円（前期比28.6％増）、営業利益98億円（前期比325.8％

増）、経常利益117億円（前期比174.1％増）、当期純利益92億円（前期比428.1％増）となりました。 

 

(1) 当期の業績全般に関する事業の種類別セグメントの状況

①音響機器事業

当事業部門では、北米市販市場で高精細・高画質ディスプレイを搭載したCDプレーヤーの投入に加え、サウン

ドシステムのセールスプロモーションによる販売強化を図りました。欧州市販市場ではエントリーモデルの

Bluetooth(ブルートゥース)機能搭載CDプレーヤーや、市場から好評を頂いたスマートフォン用アプリケーション

に対応した高付加価値機能搭載のCDプレーヤーの拡販に注力しました。その結果、市販向け売上が増加しまし

た。

自動車メーカー向け純正品は、北米で2012年9月より販売が開始された日系自動車メーカーの新車に採用され

た音響製品や米国自動車メーカー向けサウンドシステムの販売好調に伴い、売上が増加しました。

以上の結果、当事業部門の売上高は693億円（前期比17.4％増）となりました。 

② 情報・通信機器事業

当事業部門では、国内市販市場において競合各社との販売競争が厳しさを増すなか、車種専用ビジネスを推進

し、引続き大画面ナビゲーション「BIGX」シリーズの拡販に注力しました。特に、ファミリー層のニーズを把握

し、差別化による競争力強化を図った新製品を投入しました。更にカー用品専門店に加え、自動車ディーラーへ

の営業活動を引続き推進し販売網の拡充を図りました。これにより、消費税増税前の新車販売増が追い風とな

り、売上は好調に推移しました。しかしながら、上期の販売減を補えず、売上は横這いにとどまりました。

自動車メーカー向け純正品は、北米市場における日系自動車メーカーの新車でナビゲーション機能を核とした

ディスプレイ付き複合製品の搭載率が高まりました。更に当社製品が搭載されている欧州高級自動車メーカーの

新車販売が北米及び中国において引続き好調であったことから、売上が増加しました。

以上の結果、当事業部門の売上高は2,165億円（前期比32.7％増）となりました。 
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(2) 次期の業績全般及び各セグメントの見通し

次期の世界経済については、中国など新興国経済の先行きに不透明感があり、国内経済も消費税増税の影響に

よる需要変動などの懸念はあるものの、米国経済をはじめとして全体的に緩やかに回復していくものと予想して

います。

一方、カーエレクトロニクス業界では、米国で後方確認用システムの搭載を義務付ける法律が制定されたとい

うプラス要因はありますが、国内の新車販売台数が消費税増税前の駆込み需要の反動により減少することが予想

され、当業界に与える影響が懸念されています。

このような状況下、当社グループは、円安効果が剥落するなか、収益性の向上を目指し、製品の高付加価値化

による競合他社との差別化を図るとともに、引き続きコスト競争力強化に向けた取組みを推進します。

セグメント別の取組み内容は、以下のとおりです。

≪音響機器事業≫

販売が好調なスマートフォン用アプリケーション対応CDプレーヤーの他、軽量スピーカーやアンプなどサウン

ドシステムの拡販に注力します。

≪情報・通信機器事業≫

北米において、市販市場向けに通常サイズ(７インチ)より大画面のナビゲーションやアップル社CarPlay（カー

プレイ）対応のディスプレイオーディオを投入するとともに、自動車メーカー向けに後方確認用システムの法制

化により搭載率上昇が予想されるディスプレイ製品の拡販を図ります。

通期の連結業績見通しについては、現時点で想定できる事象を考慮し、以下のとおり予想しています。

<連結業績見通し> 売上高   2,750億円（前期比3.8％減）

営業利益    80億円（前期比18.5％減）

経常利益    90億円（前期比23.5％減）

当期純利益    60億円（前期比35.0％減）

※業績見通しの前提となる予想為替レート：１米ドル＝100円、１ユーロ＝135円 

 

 

（２）財政状態に関する分析

(1) 資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における総資産については、現金及び預金の増加126億円、受取手形及び売掛金の増加28億

円、有形固定資産の増加29億円、投資有価証券の評価替等による増加36億円等により、前連結会計年度末比226億

円増加の1,906億円となりました。

負債については、支払手形及び買掛金の増加32億円、未払法人税等の増加６億円、未払費用の増加６億円、製品

保証引当金の増加13億円等により、前連結会計年度末比74億円増加の654億円となりました。

純資産については、利益剰余金の増加79億円、為替換算調整勘定の増加78億円等により、前連結会計年度末比

152億円増加の1,252億円となりました。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末比0.2ポイント増加の65.1％となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は466億円と前連結会計年度末と比べ126億円の増加 (前期は98億円の減

少) となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は180億円 (前期は16億円の増加) となりました。この増加の主な要因は、税金等調

整前当期純利益123億円の計上、減価償却費61億円の計上、売上債権11億円の減少及びたな卸資産33億円の減少に

よる資金の増加と、仕入債務20億円の減少及び法人税等の支払32億円による資金の減少です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は72億円 (前期は60億円の減少) となりました。この減少の主な要因は、有形固定資

産の取得68億円及び貸付けによる支出31億円による資金の減少と、貸付金の回収による収入42億円による資金の増

加です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は14億円 (前期は67億円の減少) となりました。この減少の主な要因は、配当金の支

払13億円による資金の減少です。

上記の結果、フリー・キャッシュ・フローは108億円の資金増加 (前期は44億円の資金減少) となりました。な

お、フリー・キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合

計です。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

当社グループのキャッシュ・フローに関する指標の推移は以下のとおりです。

 
平成22年 
３月期

平成23年 
３月期

平成24年 
３月期

平成25年 
３月期

平成26年 
３月期

自己資本比率 (％) 62.7 63.7 60.4 64.9 65.1

時価ベースの自己資本比率 (％) 51.7 42.3 46.6 37.7 49.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 (倍) 1.0 0.4 0.6 0.1 0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ (倍) 68.3 70.8 115.9 14.7 390.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュフロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用していま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてい

ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。

 

（３） 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要事項と位置付けており、連結業績をベースに「株主様への利益

還元」、「競争力強化のための積極的な研究開発投資や設備投資」、「将来の事業成長に向けての内部留保」のバラ

ンスを考慮し利益配分を決定することを基本方針としています。

この方針に基づき、当期の期末配当については、業績が堅調に推移したことから前期比５円増配し１株当たり15

円を予定しています。これにより第２四半期に中間配当として既にお支払いした１株当たり10円と合わせ、年間配当

は１株当たり25円となる予定です。

また、次期の年間配当については、当期と同額の１株当たり25円(うち中間配当は1株当たり10円)を予定していま

す。

なお、自己株式の取得についても株主の皆様への利益還元と考え、弾力的に実施する予定です。 

 

（４） 事業等のリスク

当社グループの事業展開上リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は以下の通りです。 

文中における将来に関する事項は本資料作成日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 景気変動について

当社グループは、モービルマルチメディア事業を中心としてグローバルに事業を展開しています。当社グループ

の製品は、直接あるいは顧客自動車メーカーを通じて間接的に、全世界の様々な市場で販売されています。従いま

して、日本、北米、欧州、アジア等の主要市場における政治・経済情勢、自然災害・環境問題等による景気変動が

当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2) 為替リスクについて

当社グループは、海外売上高比率が約89.8％であり、また在外子会社の財務諸表は現地通貨建で作成されている

ため、為替変動の影響を受けます。一般に他の通貨に対する円高、特に米ドル及びユーロに対する円高は、当社グ

ループの業績に悪影響を及ぼします。当社グループは為替先物予約等により、為替ヘッジ取引を行っていますが、

急激な為替レートの変動等により、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3) 新製品開発について

当社グループは、魅力ある新製品を開発するため、継続的な研究開発投資を積極的に行っています。しかしなが

ら、技術の急速な進歩や顧客ニーズの変化により、期待通りに新製品開発が進まない場合、将来の成長と収益性を

低下させ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(4) 価格競争について

当社グループが属しているモービルマルチメディア業界における価格競争は激化しており、市販市場では価格下

落の影響を受けています。また、自動車メーカーからのコストダウンや競合他社の参入攻勢などのため、今後一層

の価格下落が予想されます。当社グループは、グローバルな視点での収益・コストの構造改革を進めていきます

が、これら販売価格の下落が、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(5) 海外進出に潜在するリスクについて
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当社グループは、生産及び販売活動の多くを米国や欧州ならびに中国他アジア諸国にて行っています。これらの

海外市場への事業進出には、1).予期しない法律または税制の変更、2).不利な政治または経済要因、3).テロ、戦

争、その他の社会的混乱等のリスクが常に内在しています。これらの事象が起きれば、当社グループの事業の遂行

に深刻な影響を与える可能性があります。

(6) 特定の部品の供給体制について

当社グループは、重要部品を当社グループ内で製造する様努めていますが、一部の重要部品については、グルー

プ外の企業から供給を受けています。これらの供給元企業が、災害等の事由により、当社グループの必要とする数

量の部品を予定通り供給できない場合、生産遅延、販売機会損失等が発生し、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

(7) 顧客企業の要求について

当社グループのOEM事業は、全世界の自動車メーカーを対象にしており、中期的には受注構造改革を推進し、更

なる売上の拡大を目指しています。これら自動車メーカーにあっては、生き残りをかけたグローバル競争から品

質・価格・納期に対する要求が一層高まっています。この分野における顧客企業への売上は、その顧客企業の業績

や調達方針の変更等により大きな影響を受け、また顧客要求に応じるための値下げは、当社グループの業績及び財

務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(8) 知的財産について

当社グループは、技術研究開発等により得られた成果について、特許、商標及びその他の知的財産権などにより

当該技術の保護を図っています。しかし特定の地域においては知的財産権による保護が十分でなく、第三者が当社

グループの知的財産を使用し類似製品を製造するのを効果的に防止できない可能性があります。また、当社グルー

プの将来の製品または技術が、他社の知的財産権を侵害しているとされる可能性があります。

(9) 製品の欠陥について

当社グループは、厳格な品質管理基準にのっとり各種の製品を製造しています。しかし全ての製品について欠陥

がなく、将来的にリコールが発生しないという保証はありません。また、製造物賠償責任保険に加入しています

が、この保険が 終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。大規模なリコールや製造

物賠償責任につながるような製品の欠陥は、多額のコストや当社グループの評価に重大な影響を与え、それにより

当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(10) 公的規制について

当社グループは、事業展開する各国において、事業・投資の許可、関税をはじめとする輸出入規制等、様々な政

府規制・法規制の適用を受けています。これらの規制を遵守できなかった場合、当社グループの事業活動が制限さ

れ、コストの増加につながる可能性があります。従いまして、これらの規制は当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

(11) 災害時のリスクについて

当社グループでは、地震を含めた防災対策を徹底しており、過去の災害発生時にも事業への影響を 小限に止め

た実績があります。しかし、想定を超える大規模な災害が発生した場合には、停電またはその他の中断事象による

影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。

 

２．企業集団の状況

直近の有価証券報告書 (平成25年６月20日提出) における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要な変更

がないため開示を省略しています。

 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは企業理念として「個性の尊重」、「価値の創造」、「社会への貢献」、また、昨年2020年に向けた

新たな企業ビジョンとして「VISION2020」を策定、「アルパインは、あなたのカーライフを豊かにするモービルメデ

ィア・イノベーションカンパニーを目指します」をビジョンステートメントとして掲げ、ものづくりメーカーとして

より創造的、革新的な価値創出に挑戦し、企業価値を高めていきます。

（２）目標とする経営指標

当社グループでは、国内・海外関連会社を含む連結経営を重視し、連結収益力の向上を目指しています。そのた

め、連結売上高営業利益率5％超を目指し、開発、生産、営業の各機能が一体となり、企業の持続的成長及び利益率

の確保に取り組んでいきます。
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（３）中長期的な会社の経営戦略

カーエレクトロニクス業界においては、音響機器製品は、 新デジタル機器と連動した商品の需要の拡大がみられ

るものの、競合各社の価格競争が一層激しさを増しています。

また、情報通信機器製品は、音響・映像・情報機器が一体化した複合製品が、自動車の基幹機能として搭載される

傾向が強まり、新車への純正搭載比率がますます高まりつつあります。しかし一方では、自動車メーカーのグローバ

ル競争の激化に伴う品質・価格・納期に対する要請が一層厳しさを増しています。自動車業界においては、北米・中

国での需要拡大で明るさも見え始めていますが、業界の転換期と認識し、環境、省エネ、安全といった新たな軸での

競争も当社においての重要な課題として取り組んでいます。

このような状況に対応するため、当社グループは昨年策定した2020年に向けた企業ビジョン「アルパインは、あな

たのカーライフを豊かにするモービルメディア・イノベーションカンパニーを目指します」、また、今期から新たに

スタートする第13次中期経営方針として「VISION2020の実現に向けた成長基盤の構築」を掲げ、グループ一丸となっ

て取り組んでいきます。

中期経営方針達成のため、次の戦略をもとに諸施策を推進し、新たな価値の創造、経営体質の強化及び収益の向上

を図り、企業価値の拡大を目指します。

① 市場規模が拡大する情報通信機器事業に積極的な研究開発投資を実施し、コア技術を更に深耕するとともに、ク

ラウドサービスなどとの融合、先行技術開発や大型システム商品開発とグローバルでのファーストワン商品の創

出によるビジネスモデルの構築を推進し、事業基盤の確立を図ります。

② 価格競争の激化・厳しい品質要求に対応するため、全社をあげて製品設計構造の改革、「桁違いの搬入・市場品

質」活動に取り組むとともに、グローバル生産拠点においては、現地部品調達や部品加工から完成までの一貫生

産体制を拡充し、価格競争力の強化を図ります。

③ グローバル・ベース（日本、米州、欧州、中国・アジア）で販売・調達・生産・開発の各機能を拡充し、顧客満

足度の向上と収益・コストの構造改革に取り組みます。

④ 企業活動に関するリスクの多様化などを背景にリスクマネジメント及びコンプライアンスの重要性が増してきて

おり、ＣＳＲ委員会において危機管理及び情報管理体制等の強化を図ります。

（４）会社の対処すべき課題

米国経済の緩やかな経済回復、国内経済のアベノミクス効果による景気回復、円高是正などの明るさがでてきてい

る一方で、ウクライナ情勢による欧州経済の不安定さや中国を始めとした新興国の先行き不透明感など、世界経済は

まだまだ変化の中にあります。

自動車産業を取り巻く環境はこれらの政治・経済変動の影響を受けながらも、北米・中国市場は堅実な成長を続け

ており、欧州も経済回復や消費者心理の改善等により回復基調にあります。また、日本市場においても下半期以降、

消費税増税前の駆け込み需要増加等により伸長しました。一方、期待される新興国は、経済情勢悪化や政情不安等が

大きく影響し前年比割れの状況が続いており、地域毎に大きく異なる様相を呈しています。

カーエレクトロニクス業界においては、スマートフォンの台頭によるクルマとの融合、自動運転に向けた研究の加

速など、ビジネスモデルや商品形態が急激に変化してきており、それらに対応する技術革新や価格競争力の強化が経

営上の重要課題になっています。

このような状況下において、当社グループでは昨今のクラウド化への対応に向け、日・米・欧・中の４極にそれぞ

れソフトウェア技術開発体制を強化するとともに、ベンチャー企業への資本参加なども実施し、先端技術開発に努め

ていきます。また、親会社であるアルプス電気との連携強化に取り組んでおり、車載機器のトータルソリューション

の提供、先進のコンシューマーエレクトロニクス技術の車載機への取り込みを更に進めていきます。

また、EV（電気自動車）やHV（ハイブリッド自動車）等のエコカー需要の拡大に適応するため、自動車の「軽量

化・省電力化・安価」に対応した商品開発や、「安心・安全」を実現するドライバー支援システムの機能向上・充実

を図っていきます。 

車載ディスプレイ等の一部の調達コストの高止まりに対しては、サプライヤー各社と一体となったVE活動や生産性

向上、為替タフネスの強化等必要な措置を講じるとともに、間接構造改革を更に推し進め、収益力ある経営基盤の構

築を図っていきます。 
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 34,070 46,698 

受取手形及び売掛金 38,207 41,029 

商品及び製品 21,141 21,115 

仕掛品 1,013 1,036 

原材料及び貯蔵品 7,161 6,878 

繰延税金資産 2,018 3,008 

その他 9,912 9,238 

貸倒引当金 △214 △378 

流動資産合計 113,311 128,628 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 24,380 25,306 

減価償却累計額 △15,817 △16,664 

建物及び構築物（純額） 8,562 8,642 

機械装置及び運搬具 20,023 22,103 

減価償却累計額 △14,165 △15,842 

機械装置及び運搬具（純額） 5,857 6,260 

工具器具備品及び金型 51,777 51,347 

減価償却累計額 △47,646 △45,933 

工具器具備品及び金型（純額） 4,130 5,413 

土地 4,896 4,988 

リース資産 146 214 

減価償却累計額 △54 △92 

リース資産（純額） 92 122 

建設仮勘定 405 1,482 

有形固定資産合計 23,944 26,909 

無形固定資産 2,438 2,359 

投資その他の資産    

投資有価証券 25,864 29,493 

退職給付に係る資産 － 11 

繰延税金資産 274 485 

その他 2,287 2,820 

貸倒引当金 △58 △12 

投資その他の資産合計 28,367 32,797 

固定資産合計 54,750 62,066 

資産合計 168,061 190,694 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 27,629 30,926 

短期借入金 239 － 

未払費用 9,690 10,386 

未払法人税等 1,064 1,757 

繰延税金負債 117 16 

賞与引当金 1,839 2,107 

役員賞与引当金 47 45 

製品保証引当金 4,810 6,132 

その他 3,587 4,238 

流動負債合計 49,026 55,610 

固定負債    

繰延税金負債 5,478 5,836 

退職給付引当金 1,292 － 

退職給付に係る負債 － 1,892 

役員退職慰労引当金 677 353 

その他 1,597 1,783 

固定負債合計 9,044 9,865 

負債合計 58,070 65,475 

純資産の部    

株主資本    

資本金 25,920 25,920 

資本剰余金 24,905 24,905 

利益剰余金 55,320 63,272 

自己株式 △17 △13 

株主資本合計 106,129 114,085 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,434 6,629 

繰延ヘッジ損益 19 － 

土地再評価差額金 △1,310 △1,310 

為替換算調整勘定 △2,245 5,554 

退職給付に係る調整累計額 － △899 

その他の包括利益累計額合計 2,897 9,974 

少数株主持分 963 1,158 

純資産合計 109,991 125,218 

負債純資産合計 168,061 190,694 

 

アルパイン(株)　(6816)　平成26年３月期　決算短信

- 8 -



（２）連結損益及び包括利益計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 222,309 285,884 

売上原価 191,433 237,205 

売上総利益 30,876 48,679 

販売費及び一般管理費 28,571 38,865 

営業利益 2,305 9,813 

営業外収益    

受取利息 161 202 

受取配当金 341 361 

持分法による投資利益 1,002 1,029 

為替差益 629 272 

たな卸資産滅失に係る保険金収入 － 111 

その他 261 411 

営業外収益合計 2,395 2,389 

営業外費用    

支払利息 83 45 

売上割引 112 153 

支払手数料 112 95 

金型精算損 53 － 

たな卸資産滅失損失 － 102 

その他 46 41 

営業外費用合計 408 439 

経常利益 4,291 11,763 

特別利益    

固定資産売却益 18 47 

投資有価証券売却益 0 － 

受取補償金 1,181 491 

震災復興補助金 84 － 

補助金収入 － 216 

その他 99 27 

特別利益合計 1,383 783 

特別損失    

固定資産除売却損 130 171 

投資有価証券評価損 0 0 

貸倒引当金繰入額 45 － 

退職給付制度移行損 118 － 

災害による損失 6 － 

その他 27 5 

特別損失合計 329 176 

税金等調整前当期純利益 5,346 12,371 

法人税、住民税及び事業税 3,085 3,876 

法人税等調整額 455 △859 

法人税等合計 3,541 3,016 

少数株主損益調整前当期純利益 1,804 9,354 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 57 125 

当期純利益 1,747 9,229 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 57 125 

少数株主損益調整前当期純利益 1,804 9,354 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,085 177 

繰延ヘッジ損益 25 △19 

為替換算調整勘定 5,489 5,134 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,127 2,751 

その他の包括利益合計 7,729 8,044 

包括利益 9,533 17,399 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 9,351 17,205 

少数株主に係る包括利益 182 194 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 25,920 24,905 54,972 △24 105,774 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,395   △1,395 

当期純利益     1,747   1,747 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分   △3   7 3 

自己株式処分差損の振替   3 △3   － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 348 6 355 

当期末残高 25,920 24,905 55,320 △17 106,129 

 

               

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 5,355 △6 △1,310 △8,745 △4,706 743 101,811 

当期変動額               

剰余金の配当             △1,395 

当期純利益             1,747 

自己株式の取得             △0 

自己株式の処分             3 

自己株式処分差損の振替             － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

1,078 25   6,499 7,604 219 7,824 

当期変動額合計 1,078 25 － 6,499 7,604 219 8,179 

当期末残高 6,434 19 △1,310 △2,245 2,897 963 109,991 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 25,920 24,905 55,320 △17 106,129 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,395   △1,395 

当期純利益     9,229   9,229 

連結範囲の変動     119   119 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分   △1   4 2 

自己株式処分差損の振替   1 △1   － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 7,952 3 7,955 

当期末残高 25,920 24,905 63,272 △13 114,085 

 

                 

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算調
整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 6,434 19 △1,310 △2,245 － 2,897 963 109,991 

当期変動額                 

剰余金の配当               △1,395 

当期純利益               9,229 

連結範囲の変動               119 

自己株式の取得               △0 

自己株式の処分               2 

自己株式処分差損の振替               － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

195 △19   7,800 △899 7,076 195 7,271 

当期変動額合計 195 △19 － 7,800 △899 7,076 195 15,227 

当期末残高 6,629 － △1,310 5,554 △899 9,974 1,158 125,218 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 5,346 12,371 

減価償却費 6,106 6,100 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 160 △1,364 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 1,892 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 68 △323 

受取利息及び受取配当金 △502 △563 

支払利息 83 45 

持分法による投資損益（△は益） △1,002 △1,029 

有形固定資産売却損益（△は益） 30 18 

売上債権の増減額（△は増加） 650 1,157 

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,333 3,325 

仕入債務の増減額（△は減少） △8,194 △2,005 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △342 792 

その他 498 △646 

小計 4,237 19,768 

利息及び配当金の受取額 509 1,032 

利息の支払額 △109 △46 

法人税等の支払額 △3,274 △3,288 

法人税等の還付額 244 555 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,607 18,021 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △6,047 △6,894 

有形固定資産の売却による収入 42 92 

無形固定資産の取得による支出 △675 △775 

貸付けによる支出 △5,904 △3,163 

貸付金の回収による収入 6,966 4,237 

その他 △405 △703 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,023 △7,206 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 80 － 

長期借入金の返済による支出 △5,400 － 

配当金の支払額 △1,394 △1,394 

少数株主からの払込みによる収入 37 － 

その他 △25 △52 

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,701 △1,447 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,221 3,048 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,895 12,415 

現金及び現金同等物の期首残高 43,947 34,052 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
－ 212 

現金及び現金同等物の期末残高 34,052 46,680 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

  １．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社は34社です。

ALPINE CUSTOMER SERVICE (USA), INC.、ALPINE TECHNOLOGY FUND, LLC 及び ALPINE TECHNOLOGY FUND, 

L.P. については、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めています。

また、ALPINE ELECTRONICS RESEARCH OF AMERICA, INC.、ALPINE ELECTRONICS R&D EUROPE GmbH につい

ては、当連結会計年度より重要性を考慮し、連結の範囲に含めています。

(2) 非連結子会社は３社であり、いずれも総資産額、売上高、当期純損益(持分相当額)及び利益剰余金(持分

相当額)の観点からみても小規模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので、

連結の範囲から除外しました。非連結子会社のうち主なものは、ALPINE DO BRASIL LTDA. です。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用していない非連結子会社３社及びNEUSOFT CORPORATIONを除く関連会社４社に対する投資に

ついては、いずれも当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持分相当額）の観点からみても小規模であ

り、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので原価法により評価しています。非連結子

会社等のうち主なものは、ALPINE DO BRASIL LTDA. です。

 

３．会計処理基準に関する事項

(1）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産

定額法を採用しています。

 

(2）退職給付に係る会計処理の方法

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」

という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月

17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準

第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の

額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識

過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しています。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整

累計額に加減しています。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が11百万円、退職給付に係る負債が1,892

百万円計上されるとともに、その他の包括利益累計額が899百万円減少し、少数株主持分が１百万円増加

しています。

なお、１株当たり純資産額は12.9円減少しています。

 

なお、上記以外は、 近の有価証券報告書(平成25年６月20日提出)における記載から重要な変更がないた

め、開示を省略します。
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

減価償却方法の変更

従来、当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用していましたが、第１四

半期連結会計期間より定額法に変更しています。

この変更は、一部の連結子会社で固定資産システムを刷新したことで、主要生産拠点における固定資産の状況を

より正確に把握、分析することが可能となったことを契機に有形固定資産の減価償却方法について再度検討した結

果、当社で抱える固定資産は共通設備が多く様々な製品の生産に対し汎用的かつ長期安定的に使用されており、そ

の資産価値は均等に減価していると見込まれることから、減価償却費を毎期均等化して計上する定額法の方が使用

実態をより適切に反映するものと判断するに至ったことによります。

この変更に伴い、従来の方法と比較し、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ415百万円増加しています。

 

（会計上の見積りの変更）

耐用年数の変更

当社及び連結子会社の金型は、減価償却方法の変更を契機に、第１四半期連結会計期間より耐用年数を変更してい

ます。

この変更は、当該資産の物理的寿命、製品ライフサイクルを総合的に勘案し、より実態に即した経済的使用可能予

測期間に基づく耐用年数に変更するものです。

この変更に伴い、従来の方法と比較し、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ252百万円増加しています。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

該当事項はありません。

 

（開示の省略）

連結貸借対照表関係、連結損益及び包括利益計算書関係、連結株主資本等変動計算書関係、連結キャッシュ・フロ

ー計算書関係、リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、税効果会計、関連当事者情報に関

する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しています。
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（セグメント情報等）

a. セグメント情報

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は、自動車用音響機器と情報・通信機器の製造販売を主な事業としており、「音響機器事業」、「情報・通

信機器事業」の２つを報告セグメントとしています。

「音響機器事業」に含まれる主な製品は、CDプレーヤー、アンプ及びスピーカー等のカーオーディオ製品です。

「情報・通信機器事業」に含まれる主な製品はカーナビゲーション及びカーコミュニケーション製品です。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。セグメント間の内部売上高及び振替高は取引高の実績に

基づいています。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注） 

連結財務諸表 
計上額 

  音響機器事業 
情報・通信 
機器事業 

合計 

売上高          

外部顧客に対する売上高 59,107 163,202 222,309 － 222,309 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
717 245 962 △962 － 

計 59,824 163,447 223,272 △962 222,309 

セグメント利益（営業利益） 232 6,709 6,941 △4,636 2,305 

セグメント資産 25,036 115,913 140,950 27,111 168,061 

その他の項目          

減価償却費 2,214 3,857 6,072 34 6,106 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,882 4,833 6,715 3 6,719 

（注）１．売上高計調整額△962百万円は、セグメント間取引消去です。 

２．セグメント利益調整額△4,636百万円は各報告セグメントに配賦していない全社費用です。 

全社費用の主なものは、セグメントに帰属しない管理部門及び開発部門の一部に係る費用です。 

３．セグメント資産調整額27,111百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産です。 

全社資産の主なものは、セグメントに帰属しない当社の余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期

投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

４．その他の項目調整額37百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加額とその減価償却費

です。全社資産の増加額の主なものは、セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る資産等です。 
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当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注） 

連結財務諸表 
計上額 

  音響機器事業 
情報・通信 
機器事業 

合計 

売上高          

外部顧客に対する売上高 69,378 216,505 285,884 － 285,884 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
741 220 961 △961 － 

計 70,120 216,725 286,846 △961 285,884 

セグメント利益（営業利益） 2,552 11,857 14,410 △4,596 9,813 

セグメント資産 31,707 126,394 158,102 32,592 190,694 

その他の項目          

減価償却費 1,792 4,285 6,078 21 6,100 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
2,076 6,100 8,177 16 8,193 

（注）１．売上高計調整額△961百万円は、セグメント間取引消去です。 

２．セグメント利益調整額△4,596百万円は各報告セグメントに配賦していない全社費用です。 

全社費用の主なものは、セグメントに帰属しない管理部門及び開発部門の一部に係る費用です。 

３．セグメント資産調整額32,592百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産です。 

全社資産の主なものは、セグメントに帰属しない当社の余資運用資金（現金、預金及び有価証券）、長期

投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

４．その他の項目調整額37百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加額とその減価償却費

です。全社資産の増加額の主なものは、セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る資産等です。 

５．(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)に記載のとおり、従来、当社及び国内連

結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用していましたが、第１四半期連結会計期

間より定額法に変更しています。

この変更に伴い、従来の方法と比較し、当連結会計年度のセグメント利益(営業利益)は、音響機器事業

で118百万円増加、情報通信機器事業で297百万円増加しています

６．(会計上の見積りの変更)に記載のとおり、当社及び連結子会社の金型は、第１四半期連結会計期間より耐

用年数を変更しています。

この変更に伴い、従来の方法と比較し、当連結会計年度のセグメント利益(営業利益)は、音響機器事業

で70百万円増加、情報通信機器事業で181百万円増加しています。 
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b. 関連情報

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：百万円）

日本 アメリカ ドイツ イギリス その他 合計

28,712 60,556 39,965 28,427 64,647 222,309

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

(2) 有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 ハンガリー その他 合計

11,147 6,131 2,955 3,710 23,944

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ＢＭＷ ＡＧ 25,774 音響、情報・通信機器事業

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：百万円）

日本 アメリカ ドイツ イギリス 中国 その他 合計

29,112 90,495 57,561 29,904 29,348 49,461 285,884

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。

(2) 有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 ハンガリー その他 合計

11,861 6,512 3,281 5,253 26,909

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ＢＭＷ ＡＧ 29,862 音響、情報・通信機器事業
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c. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

d. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しています。

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しています。

e. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 1,562.62円 1,778.00円

１株当たり当期純利益 25.05円 132.27円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していません。

２．１株当たり純資産額の算定の基礎は以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 109,991 125,218

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 963 1,158

   (うち少数株主持分 (百万円) ) (963) (1,158)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 109,027 124,059

１株当たり純資産の算定に用いられた

期末の普通株式の数 (千株)
69,772 69,774

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益金額 (百万円) 1,747 9,229

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,747 9,229

期中平均株式数 (千株) 69,770 69,773

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 12,101 16,815 

売掛金 30,819 33,676 

商品及び製品 1,529 1,310 

仕掛品 200 221 

原材料及び貯蔵品 1,888 1,249 

前渡金 － 58 

前払費用 377 462 

繰延税金資産 503 1,335 

短期貸付金 － 100 

関係会社短期貸付金 987 720 

未収入金 5,435 6,083 

立替金 1,626 1,776 

その他 22 4 

貸倒引当金 △3 △82 

流動資産合計 55,490 63,732 

固定資産    

有形固定資産    

建物 10,796 10,842 

減価償却累計額 △8,297 △8,433 

建物（純額） 2,498 2,408 

構築物 1,174 1,177 

減価償却累計額 △919 △948 

構築物（純額） 254 229 

機械及び装置 2,320 2,149 

減価償却累計額 △2,076 △1,943 

機械及び装置（純額） 244 205 

車両運搬具 446 436 

減価償却累計額 △340 △311 

車両運搬具（純額） 105 125 

工具、器具及び備品 8,578 8,659 

減価償却累計額 △7,722 △7,534 

工具、器具及び備品（純額） 856 1,124 

金型 30,809 27,717 

減価償却累計額 △30,134 △26,751 

金型（純額） 675 966 

土地 3,288 3,288 

建設仮勘定 50 129 

有形固定資産合計 7,973 8,477 

無形固定資産    

ソフトウエア 1,471 1,219 

ソフトウエア仮勘定 263 254 

その他 0 0 

無形固定資産合計 1,734 1,473 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 14,185 14,538 

関係会社株式 15,745 15,749 

その他の関係会社有価証券 － 459 

出資金 136 131 

関係会社出資金 15,552 16,879 

従業員に対する長期貸付金 40 56 

関係会社長期貸付金 1,288 － 

長期前払費用 759 902 

差入保証金 129 91 

その他 12 13 

貸倒引当金 △46 △9 

投資その他の資産合計 47,804 48,811 

固定資産合計 57,512 58,763 

資産合計 113,003 122,495 

負債の部    

流動負債    

買掛金 20,343 21,040 

未払金 633 1,113 

未払費用 6,006 6,819 

未払法人税等 53 153 

前受金 103 220 

預り金 68 67 

賞与引当金 963 1,071 

役員賞与引当金 47 44 

製品保証引当金 680 1,085 

その他 75 72 

流動負債合計 28,975 31,688 

固定負債    

繰延税金負債 3,505 3,600 

退職給付引当金 52 106 

役員退職慰労引当金 616 301 

資産除去債務 6 6 

固定負債合計 4,181 4,015 

負債合計 33,156 35,704 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 25,920 25,920 

資本剰余金    

資本準備金 24,905 24,905 

資本剰余金合計 24,905 24,905 

利益剰余金    

利益準備金 883 883 

その他利益剰余金    

配当平均積立金 1,750 1,750 

別途積立金 31,450 31,450 

繰越利益剰余金 △10,153 △3,392 

利益剰余金合計 23,929 30,691 

自己株式 △17 △13 

株主資本合計 74,738 81,503 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 6,399 6,598 

繰延ヘッジ損益 19 － 

土地再評価差額金 △1,310 △1,310 

評価・換算差額等合計 5,107 5,287 

純資産合計 79,846 86,791 

負債純資産合計 113,003 122,495 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 145,077 177,175 

売上原価    

製品期首たな卸高 2,870 1,529 

当期製品製造原価 72,111 70,673 

当期製品仕入高 68,750 92,469 

合計 143,733 164,671 

他勘定振替高 464 527 

製品期末たな卸高 1,529 1,310 

製品売上原価 141,739 162,833 

売上総利益 3,338 14,341 

販売費及び一般管理費    

運賃及び荷造費 738 947 

広告宣伝費 428 430 

製品保証引当金繰入額 292 885 

役員報酬 288 264 

従業員給料及び手当 1,920 1,987 

退職給付費用 236 234 

役員退職慰労引当金繰入額 58 46 

賞与引当金繰入額 214 242 

役員賞与引当金繰入額 41 38 

貸倒引当金繰入額 △2 123 

減価償却費 283 330 

賃借料 336 286 

開発研究費 461 340 

特許権使用料 3,015 4,543 

支払手数料 895 836 

その他 1,104 1,133 

販売費及び一般管理費合計 10,313 12,670 

営業利益又は営業損失（△） △6,975 1,671 

営業外収益    

受取利息 12 7 

受取配当金 4,541 4,855 

為替差益 1,050 898 

その他 77 265 

営業外収益合計 5,681 6,027 

営業外費用    

支払利息 64 5 

支払手数料 114 95 

金型精算損 53 － 

その他 2 61 

営業外費用合計 235 162 

経常利益又は経常損失（△） △1,530 7,536 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

特別利益    

固定資産売却益 4 15 

投資有価証券売却益 0 － 

受取補償金 881 0 

その他 － 8 

特別利益合計 886 24 

特別損失    

固定資産除売却損 17 15 

投資有価証券評価損 0 0 

関係会社株式評価損 － 382 

貸倒引当金繰入額 36 － 

災害による損失 0 － 

その他 － 5 

特別損失合計 55 402 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △699 7,158 

法人税、住民税及び事業税 △414 △167 

法人税等調整額 27 △831 

法人税等合計 △386 △999 

当期純利益又は当期純損失（△） △312 8,158 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

            (単位：百万円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

 
配当平均積
立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 25,920 24,905 24,905 883 1,750 31,450 △8,442 

当期変動額              

剰余金の配当             △1,395 

当期純利益又は当
期純損失（△）             △312 

自己株式の取得              

自己株式の処分     △3        

自己株式処分差損
の振替     3       △3 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

             

当期変動額合計 － － － － － － △1,711 

当期末残高 25,920 24,905 24,905 883 1,750 31,450 △10,153 

 

               

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計   利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計  

利益剰余金
合計 

当期首残高 25,641 △24 76,443 5,313 △6 △1,310 3,996 80,439 

当期変動額                

剰余金の配当 △1,395   △1,395         △1,395 

当期純利益又は当
期純損失（△） 

△312   △312         △312 

自己株式の取得   △0 △0         △0 

自己株式の処分   7 3         3 

自己株式処分差損
の振替 

△3   －         － 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

      1,085 25 － 1,111 1,111 

当期変動額合計 △1,711 6 △1,704 1,085 25 － 1,111 △593 

当期末残高 23,929 △17 74,738 6,399 19 △1,310 5,107 79,846 
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当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
配当平均積
立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 25,920 24,905 － 24,905 883 1,750 31,450 △10,153 

当期変動額                 

剰余金の配当               △1,395 

当期純利益又は当
期純損失（△）               8,158 

自己株式の取得                 

自己株式の処分     △1 △1         

自己株式処分差損
の振替     1 1       △1 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

                

当期変動額合計 － － － － － － － 6,761 

当期末残高 25,920 24,905 － 24,905 883 1,750 31,450 △3,392 

 

               

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計   利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計   

利益剰余金
合計 

当期首残高 23,929 △17 74,738 6,399 19 △1,310 5,107 79,846 

当期変動額                 

剰余金の配当 △1,395   △1,395         △1,395 

当期純利益又は当
期純損失（△） 

8,158   8,158         8,158 

自己株式の取得   △0 △0         △0 

自己株式の処分   4 2         2 

自己株式処分差損
の振替 

△1   －         － 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

      199 △19 － 179 179 

当期変動額合計 6,761 3 6,764 199 △19 － 179 6,944 

当期末残高 30,691 △13 81,503 6,598 － △1,310 5,287 86,791 
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用していましたが、当事業年度より定額法に変更しています。

この変更は、一部の連結子会社で固定資産システムを刷新したことで、主要生産拠点における固定資産の状況を

より正確に把握、分析することが可能となったことを契機に有形固定資産の減価償却方法について再度検討した結

果、当社で抱える固定資産は共通設備が多く様々な製品の生産に対し汎用的かつ長期安定的に使用されており、そ

の資産価値は均等に減価していると見込まれることから、減価償却費を毎期均等化して計上する定額法の方が使用

実態をより適切に反映するものと判断するに至ったことによります。

この変更に伴い、従来の方法と比較し、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ286百

万円増加しています。 

 

（会計上の見積りの変更）

耐用年数の変更

当社の金型は、減価償却方法の変更を契機に、当事業年度より耐用年数を変更しています。

この変更は、当該資産の物理的寿命、製品ライフサイクルを総合的に勘案し、より実態に即した経済的使用可能予

測期間に基づく耐用年数に変更するものです。

この変更に伴い、従来の方法と比較し、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ252百

万円増加しています。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

  該当事項はありません。

 

（開示の省略）

重要な会計方針、貸借対照表関係、損益計算書関係、株主資本等変動計算書関係、リース取引、有価証券関係、税 

効果会計、１株当たり情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる 

ため開示を省略しています。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他

役員の異動 (就退任予定日 平成26年６月19日)

 

① 新任取締役候補

取締役            池  内  康  博  (現・理事  サウンド・メディア製品開発担当)

取締役            二井矢  聡  子  (弁護士)

(注)二井矢聡子は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。

 

② 退任予定取締役

取締役            相  馬  聡      (現・欧州担当)

 

③ 新任監査役候補

監査役            柳  田  直  樹  (弁護士)

(注)柳田直樹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。

 

④ 退任予定監査役

監査役            田  中  統  治  (現・常勤監査役)

監査役            米  盛  泰  輔  (現・非常勤監査役)
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